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1. 1. 原子力発電事業の現状原子力発電事業の現状

3500 7000

２００９年３月末現在、５３基、４,７９３.５万ｋWの商業用原子力発電所が稼働中。
原子力発電による２００８年度の発電電力量は、２,５８１億kWhであり、我が国の総発電電力量の
約３割を担っている。

［億kWh］ ［万kW］

1500

2000

2500

3000

3500

3000

4000

5000

6000

7000

設
備
容
量

発
電
電
力
量

設備容量

発電電力量

図 電源種別の発電電力量
構成比（２００８年度）

火力
65.1%

原子力
26.0%

水力 他
8.8%

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

0

500

1000

1970 1972 1974 1976 1978 1980 1982 1984 1986 1988 1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008
0

1000

2000

図 原子力発電所設備容量及び発電電力量の推移
（JNES原子力施設運転管理年報 他より）
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2. 2. 原子力発電による原子力発電によるCOCO２２抑制効果抑制効果

原子力発電によるCO２排出量は、太陽光発電や風力発電と同等の低い水準にあり、地球温暖化
抑制の観点から優れた電源。
原子力を中心に火力、水力等をバランス良く組み合わせた「電源のベストミックス」を進めている。
電気事業における２００８年度のCO２排出抑制効果は、３.５５億ｔ-CO２と試算され、そのうち原子力
による抑制効果は、１.７１億ｔ-CO２である。
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3. 3. 原子力発電の今後の方向性原子力発電の今後の方向性

電気事業者は、低炭素社会を実現するために必要な原子力発電を推進している。
今後も既設炉の活用、新増設・リプレースの円滑な推進に向けた取組みを着実に進める。

出力

表 原子力発電開発計画
（平成２１年度電力供給計画より）

電力 発電所名 炉型
出力

（万kW）
着工年月 運転開始年月

北海道 泊３号 PWR 91.2 2003年11月 2009年12月

東北 浪江・小高 BWR 82.5 2015年度 2020年度

東通２号 ABWR 138.5 2015年度以降 2020年度以降

東京 福島第一７号 ABWR 138.0 2011年 4月 2015年10月

福島第一８号 ABWR 138.0 2011年 4月 2016年10月

東通１号 ABWR 138.5 2010年12月 2017年 3月

東通２号 ABWR 138.5 2013年度以降 2019年度以降

中部 浜岡６号 ABWR 140級 2015年度 2019年度以降
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図 中長期的な方向性（商業炉）
（原子力立国計画より）

中国 島根３号 ABWR 137.3 2005年12月 2011年12月

上関１号 ABWR 137.3 2010年度 2015年度

上関２号 ABWR 137.3 2015年度 2020年度

九州 川内３号 APWR 159.0 2013年度 2019年度

電源開発 大間原子力 ABWR 138.3 2008年 5月 2014年11月

日本原電 敦賀３号 APWR 153.8 2010年10月 2016年 3月

敦賀４号 APWR 153.8 2010年10月 2017年 3月

合計 15基 2,022.0万kW（石油火力による排出量約10,000万t-CO2に相当）

：建設中（３基） ：今後１０年間で運転開始予定（９基）
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4. 4. 原子燃料サイクル事業の推進原子燃料サイクル事業の推進

エネルギー自給率の乏しい我が国にとって、原子力発電の特性を一層向上させ、長期に亘って
安定した電力供給を可能とする原子燃料サイクルの確立は極めて重要な課題。
電気事業者はサイクルの確立に向け、今後とも全力を挙げて取り組んでいく。

再処理工場

中間貯蔵施設

濃縮工場

転換工場製錬工場ウラン鉱山

高レベル廃棄物
貯蔵管理施設

高レベル廃棄物
地層処分施設 MOX燃料加工工場

日本原燃
・1992年操業
・ 1,500 tSWU/年
（最終規模）日本原燃

・2010年操業予定
・800tU/年
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日本原燃
・1992年操業
・300万本相当
（最終規模）

成型加工工場

原子力発電所 再転換工場

低レベル廃棄物
埋設施設

日本原燃
・2012年操業予定
・130 tHM/年

全国で53基稼働中

NUMO
・平成40年代後半
操業予定
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5. 5. 電気事業者が取り組むべき主な課題電気事業者が取り組むべき主な課題

原子力発電の安全・安定運転

既設炉の安全性の確保及び信頼性の一層の向上

高経年化対策の一層の充実

原子炉施設の廃止 解体技術の実証 開発原子炉施設の廃止・解体技術の実証・開発

世界のデファクトとなる新型軽水炉開発 等

原子燃料サイクルの確立

再処理、国内ＭＯＸ燃料加工の事業化

ウラン濃縮技術の高度化

放射性廃棄物の処理・処分の事業化 等

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

原子力関連施設の開発原子力関連施設の開発//設計設計//建設建設//運転運転//保守には、保守には、
原子力工学のみならず、機械原子力工学のみならず、機械//電気電気//材料材料//化学等、化学等、
幅広い分野の人材が不可欠幅広い分野の人材が不可欠
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6. 6. 原子力人材を考える上での課題原子力人材を考える上での課題

年齢構成（当直除く）　（H20.9末現在）
70

原子力発電所の人材の高齢化が進んでおり、新規プラントの設計・建設の経験や初期の原子力
発電所のさまざまな対応を経験した技術者が世代交代する時期に入っている。
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図 原子力部門要員の年齢構成（Ａ社）
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【保修員】

保修員教育プログラム

新入社員から5年、10年、15年先を見据えた人材育成のための教育プログラムを構築。各人の
経験、適正等を踏まえて専門的な知識を付与する。

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

保修員教育プログラム

保修訓練センターの活用

保全技量認定制度 等

実習棟

研修棟

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

関西電力 原子力研修センター

研修棟
宿泊棟

原子炉容器上ぶたの
スタッドボルト締付（訓練）燃料取替（訓練）

訓練設備
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熟練技術者の技術ノウハウをOJTやシミュレーション教育等を通じて伝承している。
また、これらの技術ノウハウを出来る限り「形式知」としてマニュアル等に記載している。

Ａポンプ ステンレス鋼管、炭素鋼管共振用枝管

③配管熱膨張、熱応力④機器の振動
⑧ポンプグランド部締め付け

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

⑥ポンプキャビテーション

用水タンク

逆止弁

ステンレス鋼管

圧力容器圧力
計

①ウォータハンマー

②配管温度、保温効果⑤配管振動、共振

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

Ｂポンプ

異常事象を人工的に再現させて、
それらの体感レベルや事象発生
のメカニズム、発生防止対策等を
学ばせ、異常徴候の早期発見に
繋げることをねらいに企画された。

図 ポンプ、弁、配管等の各種異常事象体感訓練装置（Ａ社）

⑦配管空気溜まり
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【運転員】

運転員教育プログラム

運転訓練シミュレーターの活用 等

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

原子力運転サポートセンター（関西電力）サイトシミュレーター（東京電力）

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム
BWR運転訓練センター（新潟） 原子力発電訓練センター（福井）
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東京電力 全社技術技能競技大会

水力・火力・送電・変電等 社内全部門にて実施

さらなる技術技能レベル及びモチベーション向上策として、日常業務で培った技術技能を競い合
う「全社技術技能競技大会」を開催している。

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

水力・火力・送電・変電等、社内全部門にて実施

競技大会の様子（運転部門）

【原子力部門における実績（例）】

運転部門の実施（2009.4）
プラントにおける設備故障と地震発生に伴う設
備故障を組み合わせ、異常が発生した場合を
想定し、故障個所の特定から通報連絡までの
初動対応

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム 競技大会の様子（放射線管理部門）

初動対応

放射線管理部門の実施（2008.4）
放射線管理区域内・外で放射能を含む水の漏
えいが発生したことを想定し、初期対応、放射
線測定、放射能汚染の拡大防止措置等につい
ての対応
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過去のトラブル事例や失敗経験を擬似的に経験することで技術力向上につなげる活動を各電力
がそれぞれ独自に実施している。

日本原子力技術協会のニューシア情報や事業者間の情報連絡会等を通じて、国内外の情報の
共有化を図っている。

中部電力 浜岡原子力発電所 「失敗に学ぶ回廊」

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

中部電力 浜岡原子力発電所 「失敗に学ぶ回廊」
過去に経験した事故・トラブルから学んだ教訓、これまで蓄積してきたノウハウを風化させることなく
技術伝承していくために、「失敗に学ぶ回廊」を開設し研修に活用。

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

事故・トラブル概要を示すパネルや実物又は模型の展示、トラブル対応
したＯＢのメッセージファイル、当時の新聞記事の掲示

発電設備に係る点検結果の掲示

ノウハウを取りまとめ発電所技術史として編纂
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新規プラント建設が予定されている電力では新規プラント建設を通じて設計・建設技術力を維持。
また、当面の新規プラント建設がない電力では設計・建設技術力を維持するために、以下の取り
組みを継続している。

【設計・建設に関する技術力】

7. 7. 原子力発電所の人材育成の取り組み原子力発電所の人材育成の取り組み
（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）（企業内での基礎技術の教育と技術の継承）

【設計 建設に関する技術力】

自社内
直営設計グループによる各種工事の詳細設計を自社で実施
自社研修センターにおける座学での教育
耐震設計、安全解析、２次系設計、計装設計コースなどの実施
自社火力発電所建設への原子力部門の技術者の派遣

自社外

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

自社外
他社原子力発電所の新規建設への基本設計段階からの参画
六ヶ所再処理工場建設への参画
次世代型軽水炉開発への参画
ＦＢＲ開発への参画
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8. 8. 原子燃料サイクル事業の人材育成の取り組み原子燃料サイクル事業の人材育成の取り組み

原子燃料サイクル施設では、原子力発電所とは異なる事業内容、事業展開等の特長を踏まえた
人材育成及び技術の定着・発展のための取り組みを行なっている。

【日本原燃の取り組み（例）】
（１）安全かつ安定運転に向けて

日本原燃 再処理工場 中央制御室

（１）安全かつ安定運転に向けて
試運転を通して知識の取得及び技能
習熟度の向上
AREVA NC 訓練支援、NDA(SL) 技術支援、
JAEA技術者支援

教育訓練施設、研修プログラムの整備
・再処理施設保安訓練シミュレーター
・青森原燃テクノロジーセンター

（２）更なる技術開発・着実な事業展開
（サイト内での技術開発・機器製造）
再処理技術開発研究所

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

・技術・技能認定制度

専門能力を持った子会社の設立
・ジェイテック（保守・保修）

・日本原燃分析（化学分析）

・再処理技術開発研究所
・濃縮技術開発センター
・濃縮機器製造工場

（３）高度な原子力専門知識の習得
（大学への若手社員の派遣留学）
・東北大学大学院（六ヶ所村での出前講義）
・東京大学専門職大学院
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9. 9. 電気事業者が目指す人材像電気事業者が目指す人材像

電気事業者は、幅広い基盤かつ特定専門分野の深い知識を有することで、あらゆる分野に対応
可能な人材を採用し、以下の人材に養成している。

原子力を幅広く理解し、原子力発電等の開発・管理・原子力を幅広く理解し、原子力発電等の開発 管理
運用について全体を俯瞰し、企画・調整するジェネラ
リスト。（いわゆる、Ｔ型）

専門知識を活かし、原子力発電等における個別の課
題解決に対応できるスペシャリスト。（いわゆる、Ｉ型）

原子力技術 地域と 橋渡 や国際的 活

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

原子力技術について地域との橋渡しや国際的に活
躍できる技術者。（コミュニケーター、リエゾンエンジ
ニア）。
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10. 10. 我が国の我が国の原子力人材育成に係る取り組み原子力人材育成に係る取り組み

原子力人材育成の在り方研究会原子力人材育成の在り方研究会（平成18年度） 産学人材育成パートナーシップ産学人材育成パートナーシップ

原子力の取組 工学的全体の取組

昨今の原子力を巡る状況（原子力への期待、責任等）及び大学の状況（原子力関係学科志望者
数の減少、原子力教育の希薄化等）を踏まえ、産官学連携した取り組みが推進されている。

平成18年9月に日本原子力産業協会に設置
教育・研究機関、原子力関連メーカー、電気事業者及び国
等、産官学の関係者が人材問題について議論
・短期的課題、具体的取組
・中長期的課題・取組

産学 材育成 ナ ッ産学 材育成 ナ ッ
（平成19年度～）
文部科学省、経済産業省が平成19年10月か
ら開催
工業系業界全体の問題として日本の人材育成
の横断的課題や業種分野的課題に対して幅広
く検討
9分科会（化学、機械、材料、資源、情報処理、
電気・電子、原子力原子力、経営・管理人材、バイオ）

原子力人材育成プログラム原子力人材育成プログラム
（平成19年度～平成21年度）
文部科学省と経済産業省が共同実施
大学・大学院、高等専門学校の人材育
成を支援

中長期

短期

※ 原子力人材育成関係者協議会は、
産学人材育成パートナーシップの原
子力分科会に位置付けられる

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

成を支援

原子力人材育成関係者協議会原子力人材育成関係者協議会（平成19年度～）
平成19年9月に日本原子力産業協会に設置
大学への人材育成支援活動と並行して中長期的
かつ広範囲にわたる人材育成の課題抽出とその
対策について検討
・人材需給データ調査・長期需給予測
・ロードマップの策定 等

子力分科会に位置付けられる。

第7回協議会（平成21年3月11日）
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文部科学省・経済産業省が連携し、平成１９年度より「原子力人材育成プログラム」事業を行って
いる。

【【原子力人材育成プログラム原子力人材育成プログラム】】
文部科学省と経済産業省が共同実施

10. 10. 我が国の原子力人材育成に係る取り組み我が国の原子力人材育成に係る取り組み

大学・大学院、高等専門学校の人材育成を支援
内容

１．教育活動支援
・・・原子力基礎教育研究の充実、インターンシップの
充実、etc

２．研究活動支援
・・・基盤技術分野の研究活動支援、etc

プログラム名

（平成19年度 武蔵工業大学）

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

プ グラム名
① 原子力教育支援プログラム （経産省）
② チャレンジ原子力体感プログラム （経産省）
③ 原子力の基盤技術分野強化プログラム （経産省）
④ 原子力研究促進プログラム （文科省）
⑤ 原子力研究基盤整備プログラム （文科省）
⑥ 原子力教授人材充実プログラム （文科省）
⑦ 原子力コアカリキュラム開発プログラム （文科省）

（平成19年度 近畿大学）
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10. 10. 我が国の原子力人材育成に係る取り組み我が国の原子力人材育成に係る取り組み

「原子力人材育成関係者協議会」が平成１９年９月に(社)日本原子力産業協会に設置された。
大学への人材育成支援活動と並行して中長期的かつ広範囲にわたる人材育成の課題抽出とそ
の対策について検討している。

【産官学の原子力関係者が目指すべき基本的な目標】【産官学の原子力関係者が目指すべき基本的な目標】

① 初等中等教育段階におけるエネルギー・環境に対す
る理解促進

② 原子力界の魅力の伝達

③ 産業界のニーズを取り入れた大学教育の実践

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

④ 基盤技術分野での若手研究者育成

⑤ 国際的に活躍できる優秀な人材の育成

⑥ 就職後の人材育成の継続
（「原子力人材育成関係者協議会報告書（平成２１年４月）」より）
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11. 11. 海外の原子力人材育成事例（欧州）海外の原子力人材育成事例（欧州）

ＩＮＳＴＮ（フランス国立原子力科学技術学院）
フランスでは学部での原子力専門教育は行われていないが、ＩＮＳＴＮ（マス
ターレベル）で一元的に専門教育を実施。

欧州の大学からも学生を受け入れており、原子力教育は英語で実施。

国内外の原子力工学科へ教授陣を派遣国内外の原子力工学科へ教授陣を派遣。

CEA, AREVA，EDF等の専門家が講師として教えることも多数。

ＥＮＥＮ（欧州原子力教育ネットワーク）
各大学・各機関の特長を活かした欧州全体の原子力教育ネットワークとして２０
０３年に設立。

主な目的は、「高等教育と訓練プログラムの提供による原子力分野の専門技
術の維持と更なる展開」。

メンバーは、５０大学、７研究所等。日本では東京工業大学やＪＡＥＡとも覚書。

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

原子力分野の修士（European Master of Science）の設置・充実化、訓練コース
の運営、ナレッジマネジメント等の活動を実施。

学生は連携した大学間のどの講義でも所属大学に係わらず自由に受講可能。

今後、メンバーを産業界にも広げ、欧州を越えた活動を展開予定。

欧州では、大学連携が発展的に展開されている。欧州では、大学連携が発展的に展開されている。
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まとめまとめ

原子力発電所の現場における技術力継承のた
めに電気事業者として人材の確保 育成にさまめに電気事業者として人材の確保、育成にさま
ざまに取り組んでいる。

共同大学院から、専門的な技術力と多くの基盤
技術分野にわたる総合的な知識を身につけた、
国際的に活躍できる人材の輩出を期待。

2009/11/11 未来エネルギーフォーラム

国際的に活躍できる人材の輩出を期待。


